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第１章 総 則 

 

設計施工基準 第１条 趣 旨 
本基準は、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律第19条第１号及び第２

号に掲げる保険契約の申込みを行う住宅（以下、「申込住宅」という。）の設計施工に
関する技術的な基準を定める。 

  解 説  

（１）設計施工基準の目的【第１条】 
 本設計施工基準は、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律に基づく「あ
んしん住宅瑕疵保険」の保険契約申込にあたり、保険申込者が遵守しなければならない
設計及び施工に関する技術基準です。これは、保険申込者によるモラルハザードを防止
し、保険制度の安定的運用を図ることを目的に定めています。 

 本基準の対象は、保険申込住宅の主要構造部分及び防水工事部分です。あんしん住宅
瑕疵保険は資力確保方法のひとつとして、すべての事業者が容易に利用できるものであ
る必要から、木造軸組工法を想定し、主要構造部分は建築基準法のレベル、防水工事部
分については一般的に用いられている防水仕様を定めています。 

＜参考＞ 
 「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」による住宅瑕疵保険対象となる「住宅」とは 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律（以下「品確法」といいます。）第2条第1項に規定された「住宅」

をいい、「人の居住の用に供する家屋又は家屋の部分（人の居住の用以外の用に供する家屋の部分との共用

に供する部分を含む）」を指します。従って、事務所や車庫、倉庫、店舗等の人が居住しない建物は対象と

なりませんが、「店舗併用住宅等」の建築物で、「人の居住の用に供する家屋の部分」が含まれる建物は「住

宅」に該当し、住宅瑕疵保険の対象となります。 

 また、病気や障害などで単独生活に困難を抱えた人達が、専門スタッフ等の援助を受けながら共同生活す

る建物「グループホーム」等に関しては、「国土交通省ホームページ（2012.10現在）」にて以下のように説

明されています。 

◇住宅瑕疵担保履行法 法律に関するＱ＆Ａについて（抜粋）◇ 
 
Q2-7 老人福祉関連の施設は住宅に該当しますか？ 
A2-7 老人福祉関連施設のうち、老人福祉法に基づき設置される特別養護老人ホーム、有料老人ホーム（注）

等といった事業を行うための施設は、住宅には該当しません。他方で、グループホームや高齢者向け
賃貸住宅などは住宅に含まれます。 

   （注）サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている有料老人ホームについては住宅に該当します。 
 
Q2-8 その他、社会福祉の関連施設で住宅に該当するものは？ 
A2-8 社会福祉の関連施設で、上記 Q2-7の他に住宅に該当するものとしては、介護保険法に基づく認知症対

応型共同生活介護や介護予防認知症対応型共同生活介護を行う住居（グループホーム）や、障害者自
立支援法に基づく共同生活介護を行う住居（ケアホーム）や共同生活援助を行う住居（グループホー
ム）があります。 

 

設計施工基準の構成は木造が第２章、鉄筋コンクリート及び鉄骨鉄筋コンクリート造は
第３章、鉄骨造は第４章、補強コンクリートブロック造は第５章と構造ごとにまとめてい
ます。なお、本基準は、あんしん住宅瑕疵担保責任保険（１号保険）、あんしん住宅瑕疵
担保責任任意保険（２号保険）のいずれにも適用します。 
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設計施工基準 第２条 関係法令 
申込住宅は、第２章、第３章、第４章及び第５章に定めるもののほか、住宅の品質確

保の促進等に関する法律第94条第１項に規定する構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入
を防止する部分に係る建築基準法等の関係法令によるものとする。 

  解 説  

（１）関係法令【第２条】 

 申込住宅は、建物の構造ごと（混構造の場合はそれぞれに該当する部分）に対象とな
る設計施工基準のほか、そこに定めのない項目については、品確法第94条第１項に規定
する「構造耐力上主要な部分」及び「雨水の浸入を防止する部分」に係る建築基準法等
の関係法令を遵守するものとします（図２－１参照）。 

 
●「構造耐力上主要な部分」 
・基礎、基礎ぐい、壁、柱、小屋組、土台、斜材（筋かい、方づえ、火打材）、床版、
屋根版または横架材（はり、けた等）で、当該住宅の自重若しくは積載荷重、積雪、
風圧、土圧、水圧、または地震その他の振動、衝撃を支える部分 

●「雨水の浸入を防止する部分」 
・屋根または外壁 
・屋根または外壁の開口部に設ける戸、わく、その他の建具 
・雨水排水管のうち、住宅の屋根、外壁の内部または屋内にある部分 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図２－１ 対象となる瑕疵担保責任の範囲 
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設計施工基準 第３条 本基準により難い仕様 
本基準により難い仕様であっても、当法人が本基準と同等の性能が確保されていると認

めた場合は、本基準によらないことができる。 

  解 説  

（１）本基準により難い仕様【第３条】 
 本基準により難い仕様または定めのない新建材や新工法であっても、住宅あんしんが設
計施工基準と同等以上の性能が確保されていると認める場合は、同基準のうち該当する条
項（より難い条項）の適用を除外し、保険申込を受理します。これを「設計施工基準第３
条に基づく同等性能確保の確認（以下「３条確認」）」と称し、次の２種類があります。 
 なお、「３条確認」を利用して保険申込を希望される場合は、保険申込前に技術管理部
にご相談下さい。 
 
①個別物件における「個別３条確認」 
 保険申込住宅に採用する工法・仕様等が、本基準で規定する仕様と同等以上の性能
を有することを確認します。性能が確認できた場合、住宅あんしん保証が「確認書」
を発行しますので、保険申込の際に申込書類に添付して下さい。 

 
②工法・仕様等における「包括３条確認」 
 同じ工法・仕様等で繰返し保険申込が行われることが想定される場合は、工法･仕
様等を取り扱う製造者（防水メーカー、建材メ－カ－等）からの申し出により住宅あ
んしん保証が工法・仕様について確認を行い、「設計施工基準第３条に係る結果通知
書」を製造者に対して交付します。 
 なお、保険申込者は、保険申込の際に当該製造者から包括３条確認の「結果通知書」
の写しを取得し、保険申込書類に添付して下さい。 

 
※ 3条確認に係わる「確認書」及び「結果通知書」について、住宅あんしん保証以外の保険法人の発行する

同様の書面を保険申込に代用することはできません。 

 
 
 
なお、保険申込時に３条確認の申し出がなく、その後の現場検査において本基準に適合し
ない部分が発見された場合は、現場検査での「指摘あり」として、当該部分の是正もしく
は３条確認にて対応いただきますので、ご注意下さい。 
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第２章 木造住宅 

第１節 地盤調査及び基礎 

 

設計施工基準 第４条 地盤調査 
１ 基礎の設計に先立ち、敷地及び敷地の周辺状況等について適切な現地調査を行ったう
えで地盤調査を行うものとする。ただし、一戸建てにおける2階建て以下の木造住宅は、
「現地調査チェックシート」に従って行った現地調査の結果、地盤調査が必要ないと認
められる場合はこの限りでない。 

２ 地盤調査は、地盤の許容応力度及び軟弱地盤又は造成地盤等が判断できる調査を行
い、実施する地盤調査方法や敷地条件に応じた計測箇所で計測を行うものとする。なお、
スウェーデン式サウンディング調査の場合は４隅付近を含め４点以上で行うことを原
則とする。 

３ 地盤調査の結果は、適切に保管する。 

  解 説  

（１）現地調査及び地盤調査【第４条１項】 

 建物の不同沈下等を防ぐためには、地盤の性状を的確に把握し、有効な対策を施すこ
とが重要となります。地盤調査に際し、あらかじめ敷地及び敷地周辺の状況等について
現地調査を行い、採用すべき地盤調査方法及び計測箇所数等を決定します。 

 ただし、木造２階建て以下の戸建住宅の場合、「現地調査チェックシート」に従って
行った調査の結果が「地盤調査が不要」（項目全てがＡに該当）と認められる場合には、
地盤調査を省略することができます。この場合は、保険申込時に地盤調査報告書の代わ
りに「現地調査チェックシート」を提出して下さい。 

 

（２）地盤調査方法及び調査箇所数【第４条２項】 

 地盤調査は、表層部分の許容応力度だけでなく、不同沈下等の検討をするうえで軟弱
地盤の有無や厚さ、切土・盛土の状況等を把握することが必要になることから、地盤の
「許容応力度」及び「軟弱地盤又は造成地盤等」が判断できる方法を用います。 

 調査方法は、H13国土交通省告示第1113号等に定められた調査方法の中から選定し、一
般的にスウェーデン式サウンディング試験（以下「ＳＷＳ試験」）、標準貫入試験（ボー
リング調査）、ラムサウンディング試験または表面波探査法（物理探査法）など、軟弱
層の有無や厚さ等が判別できる調査方法を用いられます。 

 調査箇所数は、敷地内の許容応力度のバラツキ及び軟弱地盤の厚さや傾斜等を確認す
るために、ＳＷＳ試験においては、原則として建物の４隅付近を含めた４点以上にて測
定を行います。ただし、一団の分譲地において、隣り合う宅地の地盤と一様（高低差が
なくデータが概ね均一）であると判断できる場合（参考図４－１参照）又は、ＳＷＳ試
験以外の調査方法により、地盤性状等を的確に把握し有効な検討及び対策が施せる場合
に限り４点未満とすることが可能です。 
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 参考図４－１ 
  調査箇所数を各棟において 
  ４箇所未満とすることができる例 

 
 
 
 また、次の①～④の場合は、計測箇所数を４点未満（傾斜地等では必要に応じて複数
箇所にて測定するなどの検討が必要）とすることができます。 

①近隣で行われた地盤調査データや地形図等により、当該敷地の地層が平行層である
と推定でき、４点未満の結果から敷地全体の状況が推測できる場合。 

②基礎（場所打ち杭、ラップルコンクリート含む）又は小口径杭補強（鋼管等）が良
好な層（支持層）まで達する設計であり、施工時に支持層確認（土質の目視確認等）
を行い、設計時に想定していた支持層が不均一な場合でも、施工時に微調整が可能
である場合。 

③既製杭工法等を用いる場合において、プレボーリング時、杭打設時又は杭打設後に、
杭ごとに許容支持力又は地盤の許容応力度を測定・確認（オーガーのトルク管理、
杭打設時のリバウンド量の測定、杭頭での載荷試験など）を行い、設計時に想定し
ていた支持層が不均一な場合でも、施工時に微調整が可能である場合。 

④大臣認定等（「国土交通大臣認定に係る性能評価（指定性能評価機関）」、「建設
技術審査証明（日本建築センター他）」、「建築技術性能証明（日本建築総合試験
所）」等）を取得している杭・地盤補強工法を用い、それぞれの仕様通りの施工を
行った場合。 

 

 なお、地盤調査結果の有効期限は特に設けていません。地盤調査後に、地盤調査を行っ
た敷地及びその周辺において擁壁工事や切盛造成工事等がされない限りは、その地盤調
査報告書を有効とし、採用することができます。 

 

（３）保管すべき地盤調査結果【第４条３項】 

 地盤調査報告書等（周辺概況調査の概要や計測結果・基礎仕様の考察等をまとめたも
の）は、保険申込者が適切に保管して下さい。 

ＳＷＳ測点 
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設計施工基準 第５条 地盤補強及び地業 
１ 地盤調査の結果の考察又は基礎設計のためのチェックシートによる判定（以下｢考察
等｣という）に基づき地盤補強の要否を判断し、地盤補強が必要である場合は、考察等に
基づき地盤補強工法を選定し、建物に有害な沈下等が生じないように地盤補強を施すも
のとする。 
２ 小口径鋼管杭、柱状改良（深層混合処理工法）又は表層改良（浅層混合処理工法）を
行う場合は、次の各号により、建物に有害な沈下等の生じる恐れがないことを確認する。 
（１）小口径鋼管杭を使用する場合において、杭先端は建物に有害な沈下等への対策とし
て有効な支持層に達するものとする。 
（２）柱状改良（深層混合処理工法）を行う場合において、改良体の径、長さ及び配置は、
長期許容鉛直支持力及び原則として沈下量の計算により決定するものとする。ただし、
改良体直下の層が建物に有害な沈下等の生じる恐れがない地盤であることが確認できた
場合は沈下量の計算を省略することができる。また、やむを得ず改良体の先端を軟弱層
までとする場合の長期許容鉛直支持力の計算は、土質が把握できる調査又は試験等の結
果に基づいて行うものとする。 
（３）表層改良（浅層混合処理工法）を行う場合において、改良地盤直下の層が建物に有
害な圧密沈下等の生じる恐れがない地盤であることを確認し、改良地盤の厚さは施工性
を考慮して決定することとする。 
 
 
３ 砕石地業等必要な地業を行うものとする。 

  解 説  

（１）地盤補強の要否判断及び地盤補強工法の選定【第５条１項】 

 地盤補強の要否については「地盤調査結果の考察（地盤補強の要否とその理由を記し
た書面）」又は「基礎設計のためのチェックシートの判定」等を用いて判断します。 

 地盤調査結果の考察は、一般的には地盤調査会社（調査実施者）が行っていますが、
設計者や当該敷地の地盤調査を行っていない地盤調査会社等の専門家が行うことも可能
です。ただし、考察は地盤の状況を十分に把握し「許容支持力」と「即時沈下」、「圧
密沈下」等に対する検討を行い、それを客観的に示して記述する必要があります。「H13
国交省告示第1113号」および「H12建設省告示第1347号」等を参考に地盤補強の要否を適
切に判断して下さい。 

＜考察の例＞ 
① 地盤調査会社による「地盤調査結果報告書」添付の考察 
②「基礎設計のためのチェックシート」による判定（※木造２階建以下の住宅に限る） 
③ 設計者、施工者、その他の地盤調査・補強会社等による専門家の考察 

＜考察として取り扱える例（地盤補強不要と判断した例）＞ 
①「建築物の荷重の影響範囲を基礎底部から下方5m と考える。その間は、良好な層（自
沈層がなく許容支持力30kN／㎡以上）が続き、各測点のバラツキも少ないことから
著しい沈下の懸念もないため直接基礎を選定する。」 

②「表層0.5m までに20kN／㎡未満の軟弱層（自沈層）が見受けられるが、ほぼ平行に
分布している。0.5m 以深には自沈層は存在しないことから著しい沈下の懸念はな
く、各測点のデータもほぼ同一なため、基礎底盤の下部地盤を十分に突き固めるこ
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とによりべた基礎形式とすることで安全は確保できる。」 

＜考察として取り扱えない例＞ 
①「表層部の許容支持力度が、建築物の自重を上回っているから沈下を起こさないと考
え、地盤補強は必要ないと判断する。」 

 ⇒ 建築物の荷重影響範囲を考慮することが必要となります。 

②「基礎の構造計算によりベタ基礎で問題ないと判断する。」 
⇒ 地盤の許容支持力に応じた部材・配筋の計算ではなく、支持力及び沈下に対す
る検討が必要となります。 

③「以前からこの辺一体は地盤補強していないから、ここも地盤補強は要らない。」 

④「以前、同じような土地に建てた住宅が傾いていないので、ここも大丈夫だ。」 
 ⇒ 地盤調査の結果に基づく支持力・沈下の検討が必要となります。 

⑤「経験的に、この調査結果なら地盤補強は要らない。」 
⇒ 経験上の判断のほかに、地盤調査の結果に基づく支持力・沈下の検討が必要と
なります。 

 

（２）主な地盤補強工法の概要【第５条２項】 

 地盤補強工事の確認は、工事後に実施する基礎配筋検査時に行うのみとなるため事前
の審査は行いません。従って、第５条２項にある通りに地盤補強工事の設計・施工を行
う必要があります。なお、地盤補強工事施工報告書（地盤補強工法の概要や補強体の配
置・数量・長さ・厚さ等をまとめたもの）等は、保険申込時に添付する必要はありませ
んが、保険申込者が適切に保管して下さい。 

 また、詳細な設計方法は、第５条２項を遵守し、「小規模建築物基礎設計指針（日本
建築学会）」、「建築基礎のための地盤改良設計指針案（日本建築学会）」、「建築物
のための改良地盤の設計及び品質管理指針（日本建築センター）」等が参考になります。 

① 小口径鋼管杭【第５条２項（１）】 

  一般的に、杭径50～200mm 程度、杭の肉厚6mm 未満の一般構造用炭素鋼管を地盤に圧
密貫入し、所定の支持層に確実に到達させることで支持力を得る鋼管支持杭工法で、
杭状地盤補強（「小規模建築物基礎設計指針（日本建築学会）」参照）とも呼ばれ、
建築基準法（H12建設省告示第1347号）上の「基礎ぐい」とは異なります。 

  小口径鋼管杭を採用する場合は、杭先端を支持層まで到達するように施工する必要
があります。 

②柱状改良（深層混合処理工法）【第５条２項（２）】 

 セメント系の固化材（粉体）を水と混ぜてスラリー状にし、ポンプにより注入を行
いながら攪拌することによって杭状のソイルセメントを成型する工法です。小口径鋼
管杭と共に杭状地盤補強とも呼ばれています。 
 柱状改良を採用する場合は、長期許容鉛直支持力等の計算によって改良体の径、本
数、配置を決めます。やむを得ず、改良体先端を軟弱層で留める場合は「土質が把握
できる調査又は試験等」を行い、その結果（数値）を用いて計算する必要があります。
「土質が把握できる調査」としては、ＳＷＳ試験、標準貫入試験（ボーリング調査）
等があります。 
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 また、改良体の長期許容鉛直支持力は、改良体先端部における「先端支持力」と改
良体周面の地盤による「摩擦力」で決まるので、摩擦力を算入するためには、土質の
把握が非常に重要になります。 

③表層改良（浅層混合処理工法）【第５条２項（３）】 

 軟弱地盤にセメント系固化材（粉体）を散布し、攪拌・混合することでその地盤を
水和反応により硬化させ、強度を上げる工法です。 
 表層改良を採用する場合は、改良体の下部層に、建物に対して有害な圧密沈下の可
能性が無いこと（例：改良面下にＳＷＳ試験における自沈層が存在しない場合、接地
圧・圧密沈下量の検討をしている場合など）が条件となります。建物直下の表層部分
を改良しても、改良体の下の層で圧密沈下が起れば建物が改良体ごと沈下してしまう
ためです。また、傾斜地での切盛造成地で支持層・軟弱層が傾斜している場合や、軟
弱層がばらついて存在している場合等では、施工範囲や改良厚さなどの決定に特に注
意が必要です。 

 

 上記３工法（小口径鋼管・柱状改良・表層改良）以外の工法においても、地盤調査の
結果により必要とされる性能（許容支持力度、圧密沈下対策等）を適切に設計し、確認
したうえで採用することを可能とします。なお、大臣認定等（「国土交通大臣認定に係
る性能評価（指定性能評価機関）」、「建設技術審査証明（日本建築センター他）」、
「建築技術性能証明（日本建築総合試験所）」等）を取得している杭・地盤補強工法を
用いる場合は各々の設計基準に準拠します。 

 

（３）地業【第５条３項】 

 基礎底盤の直下には砕石地業等必要な地業を施します。ただし、表層改良や柱状改良
などの地盤補強が行われ、かつ、その補強体（改良体）に基礎が直接載る場合は地業を
省略することができますが、改良体の間（例：柱状改良体の間の地盤面等）の地盤は適
切な地業を行う必要があります。 
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設計施工基準 第６条 基 礎 
１ 基礎は、第４条（地盤調査等）及び第５条（地盤補強及び地業）の結果に基づき、
建物に有害な沈下等が生じないように設計する。 

２ べた基礎は、構造計算、別に定める「べた基礎配筋表」又は設計者の工学的判断等
により基礎設計を行うものとする。 

３ 基礎の立上り部分の高さは、地上部分で300㎜以上とする。 

  解 説  

（１）建築物に有害な沈下等【第６条１項】 

 基礎は、建物に有害な損傷、変形及び沈下が生じないよう、地盤調査の結果及び地盤
補強の必要性の有無を考慮して適切に設計します。 

 

（２）べた基礎の配筋【第６条２項】 

 べた基礎の基礎スラブの断面寸法、配筋及び基礎の立上り部分の配筋等は、以下①～
③のいずれかの方法により基礎設計を行います。 

①「構造計算」 
構造計算の結果による。 

②「べた基礎配筋表」 
 べた基礎の底盤は、設計施工基準巻末（後述（３）にて解説）に掲載の「べた基
礎配筋表」によります。この表は、使用方法、荷重条件、コンクリートの仕様を確
認して利用して下さい。底盤以外の立上り部分の高さ、厚さ等は H12建設省告示第
1347号に準拠します。 

③設計者の工学的判断 
 建築基準法施行令（第38条第１項）では「建築物の基礎は、建築物に作用する荷
重及び外力を安全に地盤に伝え、かつ、地盤の沈下又は変形に対して構造耐力上安
全なものとしなければならない」と定められている通り、建物荷重等に基づき検討
を行い、基礎が地盤の沈下又は変形に対して構造耐力上安全であるとの工学的判断
が必要です。  
 ただし、単に「過去の経験」、「施主の希望」等の工学的根拠のないものは「工
学的判断」とは取り扱いません。 

 H12建設省告示第1347号に従う場合も建築基準法施行令（第38条第１項）が前提で
あり、また、「小規模建築物基礎設計指針（日本建築学会）」に記載されている「べ
た基礎スラブ配筋検討図表」及び住宅性能評価等でよく使われる「木造住宅のための
構造の安定に関する基準に基づく横架材及び基礎のスパン表（日本住宅・木材技術セ
ンター）」など、一定の設計条件の下で構造計算結果が示されている別の配筋表を用
いる場合は、それぞれの設計条件を確認して使用して下さい。 
 なお、これらの方法による基礎設計は、判断方法、根拠資料を現場検査時等に提示
していただく場合があります。 
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図６－１ べた基礎の配筋例（シングル配筋の場合） 
 
 

○べた基礎の仕様 

 （建築基準法施行令第38条及び H12建設省告示第1347号より地盤の長期に生ずる力に対する許容応力度が20kN／㎡

以上の場合） 

・ 一体の鉄筋コンクリート造とする。 

・ 木造等の建築物の土台の下には連続した立上り部分を設ける。 

・ 立上り部分の高さは地上部分で300mm 以上、立上り部分の厚さは120mm 以上、基礎の底盤の厚さは

120mm 以上とする。 

・ 根入の深さは、120mm 以上かつ凍結深度以深（基礎の底部を雨水等の影響を受けるおそれのない密実

で良好な地盤に達したものとした場合を除く）とする。 

・ 立上り部分の主筋として径12mm 以上の異形鉄筋を、立上り部分の上端及び立上り部分の下部の底盤に

それぞれ１本以上配置し、かつ、補強筋と緊結したものとする。         

・ 立上り部の補強筋として径9mm 以上の鉄筋を300mm 以下の間隔で縦に配置する。 

・ 底盤の補強筋として径9mm 以上の鉄筋を縦横に300mm 以下の間隔で配置する。 

・ 換気口を設ける場合は、その周辺に径9mm 以上の補強筋を配置する。 

 

○鉄筋のかぶり厚さ（建築基準法施行令第79条を準用） 

・ 基礎の底盤下は捨てコンクリート部分を除いて60mm 以上とする。 

・ 基礎立上り部分は40mm 以上とする。 
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（３）べた基礎配筋表を用いるための設計条件範囲 

①使用方法 
・配筋表では、建物の荷重条件に「重い住宅」と「軽い住宅」の２パターン（いずれも

木造２階建）を想定しています。想定している仕様及び建物重量は下表の通りです。 

・屋根仕上又は外壁仕上のいずれかで「重い住宅」の荷重条件に該当すれば、建物全体

を「重い住宅」として取扱います。 

・平屋建ての住宅については屋根・外壁の仕様に関わらず「軽い住宅」のパターンを用

いる事ができます。 

・床面積あたりの想定荷重を把握している場合は、その荷重を基に「重い住宅」「軽い

住宅」の判断をする事ができます。 

②荷重条件 

（仕上の目安） 

 
屋根 外壁 

仕上 想定荷重 仕上 想定荷重 

重い住宅 瓦屋根（葺き土無） 

900N/㎡

（90kg/㎡）

（*1）

モルタル 

1000N/㎡

（100kg/㎡）

（*2）

軽い住宅 

彩色ｽﾚｰﾄ（ｶﾗｰﾍﾞｽﾄ） 

ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ 

金属板葺き 

450N/㎡

（45kg/㎡）

（*3）

サイディング 

ALC（37mm 以下） 

軽量ﾓﾙﾀﾙ（16mm 以下） 

600N/㎡

（60kg/㎡）

（*4）

*1：荷重は日本瓦、野地板、垂木、母屋の荷重を含む。勾配考慮済み。 

*2：荷重はモルタル仕上、下地、軸組、内装仕上、石膏ボード、胴縁、断熱材を含む。 

*3：荷重は葺材、野地板、垂木、母屋の荷重を含む。勾配考慮済み。 

*4：荷重はサイディング、胴縁、下地合板、軸組、内装仕上、石膏ボード、胴縁、断熱材の荷重を含む。 

 

（建物の荷重の目安）         （注）荷重には、基礎の耐圧盤の荷重を含む。 
区域 

荷重 
一般地 

多雪区域 

（積雪100cm） 

多雪区域 

（積雪150cm） 

重い住宅 13kN/m2 15kN/m2 16kN/m2 

軽い住宅 11kN/m2 13kN/m2 14kN/m2 

 

（多雪区域の積雪量） 

・ 積雪単位重量:30N/cm/m2 

・ 想定屋根勾配:4/10（屋根勾配による低減を考慮） 

③コンクリートの仕様 
・ 呼び強度:21N/mm2（スランプ:18cm） 

④基礎スラブ配筋算出方法及び条件 
・ 配筋は、スラブ周辺の境界条件を四辺固定と四辺ピンの２種類算出し、最大応力に

より配筋を決定します。 

・ 基礎のスラブ厚は、四辺固定時の応力でひび割れを生じない厚みとしています。 
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長辺方向スラブスパン

短
辺
方
向

ス
ラ
ブ
ス
パ
ン

短辺方向 短
辺
方
向

短
辺
方
向

短
辺
方
向

べた基礎配筋表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

◎一般地 
  

荷 重 

短辺方向 

スラブスパン 

（ｍ） 

スラブ厚

（mm）

短辺及び長辺方向 

 スラブの配筋 

（mm） 

重い住宅 

3.0以下 t=150 D13@250【シングル】

3.0を超え4.0以下 t=150 D13@150【シングル】

4.0を超え5.0以下 t=200 D13@150【ダブル】

軽い住宅 

3.0以下 t=150 D13@250【シングル】

3.0を超え4.0以下 t=150 D13@200【シングル】

4.0を超え5.0以下 t=200 D13@250【ダブル】

    

◎多雪区域（積雪100cm）   

荷 重 

短辺方向 

スラブスパン 

（ｍ） 

スラブ厚

（mm）

短辺及び長辺方向 

 スラブの配筋 

（mm） 

重い住宅 

3.0以下 t=150 D13@200【シングル】

3.0を超え4.0以下 t=200 D13@200【ダブル】

4.0を超え5.0以下 ※ ※ 

軽い住宅 

3.0以下 t=150 D13@250【シングル】

3.0を超え4.0以下 t=200 D13@250【ダブル】

4.0を超え5.0以下 t=200 D13@150【ダブル】

※印部分は、別途構造計算により検討が必要。 

 

◎多雪区域（積雪150cm）   

荷 重 

短辺方向 

スラブスパン 

（ｍ） 

スラブ厚

（mm）

短辺及び長辺方向 

 スラブの配筋 

（mm） 

重い住宅 

3.0以下 t=150 D13@150【シングル】

3.0を超え4.0以下 t=200 D13@200【ダブル】

4.0を超え5.0以下 ※ ※ 

軽い住宅 

3.0以下 t=150 D13@200【シングル】

3.0を超え4.0以下 t=200 D13@250【ダブル】

4.0を超え5.0以下 ※ ※ 

※印部分は、別途構造計算により検討が必要。 

 

スラブスパンとその配筋について 
① スラブ配筋は、全てのスラブ区
画（基礎立上りで囲まれたスラ
ブ部分）の中で、短辺方向スラ
ブスパンが最大となる寸法を
基に、全体のスラブ配筋を決定
します（下図の場合の斜線部の
スラブ区画における短辺方向
スラブスパンを基に、スラブ全
体の配筋を選択します）。 

 
② 短辺方向スラブスパンが最大
となる区画（下図の場合の斜線
部）のスラブスパンの短辺：長
辺の比率は、概ね 1.0:1.5 以下
に適用します。なお、これより
細長くなる場合は、長辺方向ス
ラブスパンを左表の短辺方向
スラブスパンと読み替えます。 

 
③ 上記スラブスパンは基礎立上
りの内法寸法とします。 
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短辺方向

短
辺

方
向

短
辺

方
向

短
辺

方
向

短辺方向

短辺方向

（短辺方向スラブスパンが最大となる寸法）

基礎立上りの追加 3,300

4
,6

0
0

＊選択されたスラブ配筋と厚さを全ての基礎スラブ区画に適用します。

短
辺

方
向

短
辺

方
向

短
辺

方
向

短
辺

方
向

短辺方向

（
短

辺
方

向
ス

ラ
ブ

ス
パ

ン
が

最
大

と
な

る
寸

法
）

6,750

4
,6

0
0

＊選択されたスラブ配筋と厚さを全ての基礎スラブ区画に適用します。

短辺方向スパンが最大とならない小さな面積のスラブ区画の短辺：長辺

の比率は、１：1.5の制限は適用いたしません

スラブ筋D13

（短辺、長辺方向共に250mm間隔ダブル）

スラブ筋D13

（短辺、長辺方向共に200mm間隔シングル）

1
5

0
m

m

GL

2
0

0
m

m

GL

 
（例１）軽い住宅（外壁：サイディング、屋根：金属板）   （例２）軽い住宅（外壁：サイディング、屋根：金属板） 

     1階ＬＤＫ等の下部で大きな基礎スラブ区画         （例１）の大きな基礎スラブ区画に基礎立上りを 

     の短辺方向スラブスパンにて設計する場合          追加し、スラブ区画を分割して設計する場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６－２ 設計施工基準「べた基礎配筋表」を用いたスラブ配筋の選択例 
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木造の土台

基
礎

高
さ

免
震

装
置

の
上

端
ま

で

フレーム（鋼材等）

免震支承部分

フーチング

基礎立上り

（４）基礎の立上り高さ【第６条３項】 
 
 基礎の立上り高さは、構造耐力および耐久性上の観点から地上部分で300mm 以上としま
す。高さ寸法の取り方は「地上部分」であり、「設計ＧＬ」や「平均ＧＬ」からの高さ
でないことに注意が必要です。また、測定する高さは「基礎コンクリート部分の高さ」
であり、基礎パッキン等の高さは含まないため注意して下さい。 
 なお、免震工法（※）の場合に限り「基礎の高さ」は地上部分の土台下端までの高さ
を指します（下図６－３参照）。 
 

 基礎の高さは H12建設省告示1347号に規定されていますが、同告示は、構造計算を行う
ことにより適用しないことができます（建築基準法施行令第38条４項）。しかし、本基
準における基礎の高さについては、構造耐力性能とは別に、土台等の耐久性向上（劣化
の軽減）措置としての効果を期待していることから、構造計算により基礎の高さを300mm
未満とする場合は、土台廻りの耐久性向上に係る措置についての「個別３条確認（Ｐ３
参照）」を行うことが必要となりますので、保険契約申込前に技術管理部にご相談下さ
い。 

 

＜土台廻りの耐久性向上に係る措置の例＞ 
・軒の出寸法を大きくする。 
・基礎外周部に犬走り・排水溝・砂利敷き等を設ける。（雨水の排出・防湿措置） 
・土台に耐久性の高い樹種を用いる。 
 （樹種により木材の強度・耐久性は異なり、強度のある樹種が必ずしも耐久性が高いとは言えません。

日本の木造住宅に伝統的に使用されてきたヒバ・ヒノキの芯持ち材の耐久性が高く、また、同じ樹種

でも辺材よりも心材の方が耐久性は高いと言われています。） 

・土台に防腐防蟻効果の高い処理を行う。 など 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜参考＞図６－３ 免震工法時基礎高さ算定例 

 免震工法については、H12建設省告示第2009号に適合すること（大臣認定を取得してい
る場合を含みます。）が必要です。 



 

- 15 - 

根
入

れ
深

さ
2

4
0

m
m

以
上

1
5

0
m

m
以

上

基
礎

高
さ

3
0

0
m

m
以

上

5
0

120mm以上

（底盤の幅）

スペーサーにより

かぶり厚40mm以上確保

D10

GL

主筋（D13）

D10＠300

D10＠300
D10

主筋（D13）

（
6

0
）

スペーサーにより

かぶり厚60mm以上確保

  

（５）布基礎の標準断面 

 布基礎は、地盤調査及び地盤補強などの結果に基づき、建築物に有害な沈下が生じない
ように、H12建設省告示第1347号に従って設計します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－４ 布基礎の配筋例 
 

○布基礎の仕様 

 （建築基準法施行令38条及び H12建設省告示第1347号より地盤の長期に生ずる力に対する許容応力度が

30kN／㎡以上の場合） 

・ 一体の鉄筋コンクリート造とする。 

・ 木造等の建築物の土台の下には連続した立上り部分を設ける。 

・ 立上り部分の高さは地上部分で300mm 以上、立上り部分の厚さは120mm 以上、基礎の底盤の厚さは150mm

以上とする。 

・ 根入の深さは、240mm 以上かつ凍結深度以深（基礎の底部を雨水等の影響を受けるおそれのない密実で良

好な地盤に達したものとした場合を除く）とする。 

・ 立上り部分の主筋として径12mm 以上の異形鉄筋を、立上り部分の上端及び立上り部分の下部の底盤にそ

れぞれ１本以上配置し、かつ、補強筋と緊結したものとする。         

・ 立上り部の補強筋として径9mm 以上の鉄筋を300mm 以下の間隔で縦に配置する。 

・ 底盤の幅は、地盤の長期に生ずる許容応力度及び建物の種類に応じ、告示第1347号第1第4項二号に定め

られた数値以上とする。 

 （例：地盤の長期許容応力度30kN／㎡以上、木造２階建ての場合、底盤の幅は450mm 以上。） 

・ 底盤の幅が240mm 以上を超えるものとした場合、底盤に補強筋として径9mm 以上の鉄筋を300mm 以下の間

隔で配置し、底盤の両端部に配置した径9mm 以上の鉄筋と緊結する。 

・ 換気口を設ける場合は、その周辺に径9mm 以上の補強筋を配置する。 

 

○鉄筋のかぶり厚さ（建築基準法施行令第79条を準用） 

・ 基礎の底盤下は捨てコンクリート部分を除いて60mm 以上とする。 

・ 基礎立上り部分は40mm 以上とする。 

（内部） （外部） 
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開口補強筋（D10）

▽基礎底盤天端

≦
H

/
3

基
礎

高
さ

　
H

主筋

主筋

縦補強筋（D10）追加 主筋（下端）を連続して配置

▽基礎底盤天端

欠き込み

基
礎

高
さ

　
H

主筋

主筋

▽基礎底盤天端

欠き込み

＞100mm

520mm以上（40d）

基
礎

高
さ

　
H

主筋

主筋

Ｌ型補強筋（D13）追加

切断した主筋の補強筋　D13
斜め補強筋（D10）

主筋

縦補強筋追加

主筋

（主筋径がD16以上の場合は同等以上の径）

▽基礎底盤天端

≦
H

/
3

基
礎

高
さ

　
H

（６）基礎開口部の配筋補強 
 住宅の基礎には、換気するための換気口、床下点検等のための人通口、設備配管のた
めの貫通孔等が必要に応じて設けられます。しかし、本基準には換気口等補強について
の規定がなく、H12建設省告示第1347号の記載においても「換気口を設ける場合は、そ
の周辺に径9mm 以上の補強筋を配置すること」に留め、具体的な配置の規定はされてい
ません。 
 従って、設計者等の判断により径9mm 以上の補強筋を適切に配置・施工して下さい。 
 

参考：「小規模建築物基礎設計指針（日本建築学会）」では貫通孔には D10の補強筋で補強する例が示され

ています。また、貫通孔の直径の最大値は基礎立上り高さの１/３以下と示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－５ 換気口周辺部の配筋補強例 （H12建設省告示第1347号より） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－６ その他開口周辺部の配筋補強例 

 右のように、欠き込み端部から

縦筋までの距離が100mm を超え

る場合は、L 型の補強筋を入れ、

適切に継手長さを取るのが望まし

い。 

換気口 

貫通孔 人通口 
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第２節 雨水の浸入を防止する部分 

 

設計施工基準 第７条 屋根の防水 
１ 屋根は、勾配屋根とし、屋根ふき材に応じて適切な勾配とする。なお、陸屋根につい
ては、第８条(バルコニー及び陸屋根)に規定する。 

２ 屋根には、下ぶきを施すものとし、下ぶき材の品質及びふき方は次の各号に適合する
ものとする。 
（１）下ぶき材は、JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェルト）に適合するアス
ファルトルーフィング940又はこれと同等以上の防水性能を有するものとする。 

（２）長手方向を横向きに用い、上下（流れ方向）は100㎜以上、左右は200㎜以上重ね
合わせるものとする。 

（３）谷部及び棟部は、谷底又は棟頂部より両方向へそれぞれ250mm 以上重ね合わせるも
のとする。ただし、下ぶき材製造者の施工基準においてふき材の端部に止水措置を施
すなど、当該基準が雨水の浸入を防止するために適切であると認められる場合は当該
基準によることができる。 

（４）屋根面と壁面の取合い部においては、壁面に沿って250mm 以上かつ雨押え上端より
50㎜以上立ち上げる。 

３ 天窓の周囲は、天窓及び屋根ふき材製造者が指定する施工方法に基づいて防水措置を
施すものとする。 

  解 説  

（１）勾配屋根【第７条１項】 

木造住宅の屋根は、室内への雨水の浸入を生じさせないため、設計者等の判断により、
ふき材・ふき方に応じた適切な屋根勾配を確保します。ふき材・ふき方ごとの最低勾配の
目安は表７－１を参考にして下さい。ただし、屋根ふき材製造者によっては、吊り子の形
状を工夫したりして緩勾配とすることができる屋根ふき材を供給しており、このような仕
様は基本的には製造者の仕様に従う事ができます。 

なお、メンブレン防水を施す屋根や水下側にパラペットを持つ屋根は、原則として「陸
屋根」とみなし、第８条を適用しますが、水下側にパラペットを持つ屋根において、一般
部を勾配屋根とする場合には同時に本条も適用します。 

 

表７－１ ふき材・ふき方ごとの最低屋根勾配の目安（参考値） 
屋根ふき材の仕様 最低勾配 

瓦ぶき 3.5/10

瓦棒ぶき（心木あり） 1/10

瓦棒ぶき（心木なし） 0.5/10

スレートぶき 3/10

アスファルトシングルぶき 3/10

横ぶき 3/10

長尺立はぜ（立平）ぶき ※1 0.5/10

 

※１ 「長尺」とは「水上から水下まで雨水の流れ方向に継ぎ目がないもの」とします。 
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（２）下ぶき材の品質及びふき方【第７条２項】 

屋根ふき材の隙間から浸入した雨水を室内へ浸入させないため、下ぶきを施し、下ぶ
き材の品質及びふき方は次に適合するものを使用します。 

①下ぶき材の品質【第７条２項（１）】 

 アスファルトルーフィングは、JIS に適合する「アスファルトルーフィング940」又
はこれと同等以上の防水性能を有するものを使用します。 

 

＜参考＞「同等以上」として取り扱える下葺き材の例 

・「改質アスファルトルーフィング」 

 ※ただし、一般社団法人 日本防水材料協会規格：「改質アスファルトルーフィング下葺材 ARK04s-04：

2018」と同等品質以上のもの。 

・「アスファルトルーフィング1500」 

・「合成ゴムルーフィング」 

・「透湿ルーフィング」 など 

 
 なお、「同等以上の防水性能」とは、防水性能だけではなく引張強さ及び釘孔（ス
テープル）の止水性等を比較することになりますので、諸性能を下ぶき材製造者に確
認して下さい。 
 

②下ぶき材の重ね幅等【第７条２項（２）～（４）】 

 屋根ふき材の隙間から浸入した雨水を室内へ浸入させないため、下ぶき材は各号に
掲げる数値以上の重ね幅をとります。ただし、小屋裏空間を換気するための措置を施
す部分（棟換気材周辺等）については、棟換気部材製造者の標準施工図通りにするこ
とで適用除外とする事ができます。 

 また、（４）の「屋根面と壁面の取合い部における立上り高さ」については壁面に
窓がある場合でも適用されるため、開口部の設計において、窓の高さ（窓下の防水層
高さ）に注意が必要です。 

 なお、（３）の「棟部及び谷部の重ね幅」に関しては、「ただし書」において、「下
ぶき材製造者の施工基準によること」を可能としています。例えば、製造者ごとに「ルー
フィングの材質」や「納まり」によって、棟部の重ね幅を「両方向に100mm」としてい
る例があります。このように下ぶき材製造者の基準による場合は、保険申込時の添付
書類として、その部分の数値確認ができるふき材のカタログ・仕様書等を提出して下
さい。 
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水上

水下

注）左右方向重ね部分の

　 重ね位置は揃わないこと

上下方向重ね部分

左右方向重ね部分

下ぶき材

下ぶき材

下ぶき材重ね部分の留めつけ間隔：300mm程度

下ぶき材重ね部分以外の留めつけ間隔：900mm程度

200mm以上

100mm以上
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図７－１ 下ぶきの重ね合わせ幅等の解説図 
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図７－２ 金属板ぶき水上部分の納まり例（外壁：湿式仕上げの場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－３ 瓦ぶきの納まり例（外壁：乾式仕上げの場合） 
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防水テープ

250mm以上

250mm以上

ルーフィングの

増張り補強

ルーフィングの

増張り補強

100mm以上
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流れ方向

200mm以上

250mm以上

250mm以上

150mm以上

流れ方向

防水テープ

ルーフィングに欠陥ができやすい。

入隅部 出隅部

 

外壁の出隅・入隅部分や、下屋の棟が外壁にぶつかる部分等では、ルーフィングの施工
上、欠損やピンホールが生じやすいので、増し張りや防水テープで補強を行って下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－４ 壁面立上げ出隅部および入隅部の納まり例 

 

 

（３）天窓の設置について【第７条３項】 

 天窓を設置する場合は、屋根材との取合い部からの漏水防止のため、天窓の周囲は天
窓及び屋根ふき材製造者が指定する施工方法に基づいて防水措置を施します。従って、
既製品を用いずに天窓を設ける場合は「個別３条確認（Ｐ３参照）」が必要です。 
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設計施工基準 第８条 バルコニー及び陸屋根の防水 
１ 床は、1/50以上の勾配を設けるものとする。ただし、防水材製造者の施工基準におい
て表面排水を行いやすい措置を施すなど、当該基準が雨水の浸入を防止するうえで適切
であると認められる場合は当該基準によることができる。 

２ 防水材は、下地の変形及び目違いに対し安定したもので、かつ、破断又は孔あきが生
じにくいものとし、以下の防水工法のいずれかに適合するものとする。なお、歩行を前
提とする場合は、強度や耐久性を確保するものとする。 
（１）金属板（鋼板）ふき 
（２）塩化ビニル樹脂系シート防水工法 
（３）アスファルト防水工法 
（４）改質アスファルトシート防水工法 
（５）FRP 系塗膜防水工法。ただし、ガラスマット補強材を２層（ツープライ）以上とす
ること。なお、防水材製造者の施工基準において、施工面積が小さく、ガラスマット
補強材に十分な強度が認められる場合など、当該基準が雨水の浸入を防止するために
適切であると認められる場合は１層以上とすることができる。 

（６）FRP 系塗膜防水と改質アスファルトシート防水又はウレタン塗膜防水を組み合わせ
た工法 

３ 壁面との取合い部（手すり壁又はパラペット（本条において、以下「手すり壁等」と
いう）との取合い部を含む。）の防水層は、開口部の下端で120mm 以上、それ以外の部
分で250mm 以上立ち上げ、取合い部に防水テープやシーリングを用いる等、適切な止水
措置を施すものとする。 
４ 排水溝は勾配を確保し、排水ドレン取付部は防水層の補強措置及び取合い部の止水措
置を施すものとする。 

５ 手すり壁等は、次の各号による防水措置を施すものとする。 
（１）防水紙は、JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェルト）に適合するアスファ

ルトフェルト430、JIS A 6111（透湿防水シート）に適合する外壁用透湿防水シート
又はこれらと同等以上の防水性能を有するものとする。 

（２）防水紙は、手すり壁等の下端から張り上げ、手すり壁等の上端部で重ね合わせる
ものとする。 

（３）上端部は、金属製の笠木を設置するなど適切な防水措置を施すものとする。 
（４）上端部に笠木等を釘やねじを用いて固定する場合は、釘又はねじ等が防水層を貫

通する部分にあらかじめ防水テープやシーリングなどを用い止水措置を施すものと
する。 

（５）外壁を通気構法とした場合の手すり壁等は、外壁の通気を妨げない構造とする。 

  解 説  

（１）バルコニー及び陸屋根の適用範囲【第８条全般】 

 勾配屋根として取り扱わない陸屋根及びバルコニーは、本条を適用します。ただし、
水下側にパラペットを持つ屋根において、一般部を勾配屋根とする場合には同時に第７
条２項、第３項も適用します。 
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※躯体との取合い部分に
は必要に応じて止水措
置を施してください。

防水テープ等

 第８条を適用するバルコニーとは、当該バルコニーの床内部又は下階室内部分への雨水
等浸入を防止する事を目的としているため、「ルーフバルコニー（一部でも下部に室内部
分があるもの）形式」や「跳ね出し形式」、バルコニー上部への屋根の有無など、その形
式・形状には関係ありません。 
 なお、 アルミ製等の既製品のバルコニーや、勾配屋根にスノコ状（グレーチング含む）
のデッキを設置するなど、建物側の防水層に関係なくバルコニー床部分から雨水等を建物
の外に排水できる構造の場合には、本条を適用しません。ただし、躯体との取合い部分に
は第９条２項（４）より止水措置を施すなどの防水上の配慮は必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８－１ 既製品バルコニー設置例 
 

 共同住宅における共用廊下もバルコニーと同様対象になります。玄関等の上り框部分で防水層
の立上りを確保するなどの措置が必要です。 

 

（２）床面等の勾配【第８条１項】 

 「バルコニーの床面」及び「陸屋根の屋根面」（以下、本条において「床面等」とい
う。）は、室内へ雨水を浸入させないため、原則として1/50以上の排水勾配を設け、勾
配は排水溝又はドレンに向かう方向とします。 

 なお、「ただし書」において、「防水材製造者の施工基準によること」を可能として
います。例えば、製造者ごとに「合板等を二層張りとする下地の仕様」や「勾配付き断
熱材による勾配の精度確保」などにより、排水勾配を1/100以上としている例があります。
このように各製造者の基準による場合は、保険申込時の添付資料として、その部分の施
工仕様が確認できる防水材製造者の施工基準・要領等を提出する必要があります。 

 

（３）床面等の防水材【第８条２項】 

 床面等に使用する防水材は、防水面のひび割れ等による雨漏れを生じさせないため、
下地の変形及び目違いに対し安定したものであり、かつ、破断又は孔あきが生じ難いも
のを用います。 
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（４）防水層の立上り高さ【第８条３項】 

 「バルコニー床面と外壁・手摺壁」及び「屋根面とパラペット」の取合い部分の防水
層の立上り高さは、雨水の跳ねや吹き上がりによる浸入を防止し、かつ、シーリング等
の施工スペ－スを確保するため、サッシ等の開口部の下端で120mm 以上、それ以外の部分
で250mm 以上とします。なお、手すり壁等にアルミ製の手すりを設けたり、スリット・風
窓等を設けたりする部分においても防水層の立上り高さは250mm 以上とします。また、防
水層の取合い部には防水テープやシーリングを用いる等、適切な止水措置を施して下さ
い。 

 なお、本条でいう「250mm」及び「120mm」は防水層の立上り高さの基準になりますの
で、サッシ下枠より下の見えがかり部分を指すものでなく、防水層自体の高さを指しま
す。従って、サッシ下枠（フィン）の裏側まで防水層が立上っていれば、その部分も含
めての高さとする事ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８－２ バルコニー防水層断面図例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８－３ 開口部下端の防水層納まり例（防水先施工の場合） 
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（５）排水溝の確保【第８条４項】 

 床面等には原則として排水溝を設け、排水溝には床面等の雨水を速やかに排水するた
めの勾配を設けます。なお、排水溝を設けない場合は、床面全ての部分でドレンに向かっ
た方向に勾配を設ける必要があります。また、排水ドレン取付部は防水層の補強措置及
び取合部の止水措置を施して下さい。 

 

（６）床面等の面積について 

 バルコニーや陸屋根の面積制限はありません。なお、排水ドレンの径や数は、速やか
に雨水等を排水させるため、建設地における降水量の記録やバルコニー・屋根及び外壁
の面積に応じて適切なものとする事が必要です。 

 

（７）手すり壁及びパラペット（手すり壁等）の防水【第８条５項】 

 雨水の浸入を生じさせないため、手すり壁等は外壁と同様の防水措置を施します。具
体的には次の①～⑤に適合するものとします。 

① 手すり壁等に用いる防水紙【第８条５項（１）】 
 防水紙は、JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェルト）に適合するアスファ
ルトフェルト430、JIS A 6111（透湿防水シート）に適合する外壁用透湿防水シート
又はこれらと同等以上の防水性能を有するものを用います。 

② 防水紙の重ね幅【第８条５項（２）】 
 防水紙は、手すり壁等の両面下端からそれぞれ張り上げ、手すり壁等の上端部で
重ね合わせます（図８－４③参照）。 

③ 上端部の笠木【第８条５項（３）】 
 上端部は、金属製の笠木を設置するなど適切な防水措置を施します。 

④ 上端部の止水措置【第８条５項（４）】 
 笠木の固定金具の留め付け部分は、防水紙を貫通する釘孔やねじ孔からの雨水浸
入を防ぐため、防水テープやシーリングなどを用いて止水措置を施します（図８－
５参照）。 

⑤ 手すりの通気措置【第８条５項（５）】 
 外壁を通気構法とした場合の手すり壁等は外壁の通気を妨げない構造とし、特に、
手すり壁等上部においては、直接の雨水の浸入を防ぐと共に、通気層を塞ぐことの
ない納まりとする必要があります。なお、手すり壁等と外壁等との取合い部はピン
ホールができやすいので注意して下さい（図８－４参照）。 
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図８－４ 手すり壁等上端部の防水納まり例 
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③ ③

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８－５ 手すり壁等笠木固定部の止水措置例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１） 手すり壁笠木取付部分と取合う外壁面に、防水紙固定用の下地材①（捨て合板・構造用面材等）

を設置する。 
２） 笠木取付面と外壁との取合い部に「鞍掛けシ－ト②」を貼る。（後で防水紙を差し込むため、下

部は固定しない） 
３） 「鞍掛けシ－ト③」を「鞍掛けシ－ト②」の上に被せて貼る。（後で防水紙を差し込むため、下

部は固定しない） 
４） 「鞍掛けシ－ト②」と「鞍掛けシ－ト③」との水平重ね部分を防水テ－プ④で密着固定する。 
５） 「鞍掛けシ－ト②」と「鞍掛けシ－ト③」との外壁取合い部分を防水テ－プ⑤で密着固定し、連

続した防水層とする。シートを切り込んだ部分（三面交点）は防水シートの欠損やピンホールが
生じやすいため、防水テープの増し貼りやシーリングで防水補強する。 

６） 「鞍掛けシ－ト②③」の下部に防水紙⑥を差し込む。（※１上下重ね90mm 以上） 
７） 防水紙⑦を「鞍掛けシ－ト③」の上に被せて貼る。（※１上下重ね90mm 以上） 
 

図８－６ バルコニー手すり壁と外壁取合部の防水補強納まり例 
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設計施工基準 第９条 外壁の防水 
１ 外壁は、防水紙又は雨水の浸透を防止する仕上材等を用い、構造方法に応じた防水措
置を施すものとする。 

２ 防水紙の品質及び張り方は、次の各号によるものとする。 
（１）通気構法（外壁内に通気層を設け、壁体内通気を可能とする構造）とした外壁に
用いる防水紙は、JIS A 6111（透湿防水シート）に適合する外壁用透湿防水シート又
はこれと同等以上の透湿性能及び防水性能を有するものとし、通気層の躯体側に施す
ものとする。 

（２）前号以外の外壁に用いる防水紙は、JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェ
ルト）に適合するアスファルトフェルト430又はこれと同等以上の防水性能を有する
もの（透湿防水シートを除く。）とする。 

（３）防水紙の重ね合わせは、上下、左右とも90mm 以上（左右の重ね合わせは、窯業系
サイディング仕上げ及び金属系サイディング仕上げでは150mm 以上）とする。ただし、
サイディング材製造者の施工基準においてサイディング材の目地や継ぎ目からの雨
水の浸入を防止するために有効な措置を施すなど、当該基準が適切であると認められ
る場合は当該基準によることができる。 

（４）外壁開口部の周囲（サッシ、その他の壁貫通口等の周囲）は、防水テープを用い
防水紙を密着させるものとする。 

３ ALC パネルその他これらに類する材料を用いた外壁の表面には、次の各号のいずれか
に該当する雨水の浸透を防止する仕上材等の防水措置を施すものとする。 

（１）JIS A 6909（建築用仕上塗材）の薄付け仕上塗材に適合する防水形外装薄塗材 E 
（２）JIS A 6909（建築用仕上塗材）の厚付け仕上塗材に適合する外装厚塗材 E 
（３）JIS A 6909（建築用仕上塗材）の複層仕上塗材に適合する複層塗材 CE、可とう形

複層塗材 CE、防水形複層塗材 CE、複層塗材 Si、複層塗材 E又は防水形複層塗材 E 
（４）JIS A 6021（建築用塗膜防水材）の外壁用塗膜防水材に適合するアクリルゴム系 
（５）前各号に掲げるものと同等以上の雨水の浸透防止に有効であるもの 

  解 説  

（１）外壁の防水措置【第９条１項】 

 外壁は、雨水を浸入させないため、「防水紙」又は「雨水の浸透を防止する仕上げ材
等」を用い、構造方法に応じた防水措置を施します。例えば、サイディング材を用いる
場合は「サイディング材＋胴縁＋防水紙」、ALC パネルを用いる場合は「ALC パネル＋仕
上材等（第９条３項各号）」となります。 

 

（２）外壁の防水紙の品質及び張り方【第９条２項】 

 防水紙は、風圧等の条件により外壁材接合部、役物との取合い部、シーリング部、開
口部周りなどから浸入した雨水を、通気層又は壁体内及び室内へ浸入させない重要な役
割を担うため、品質及び張り方は、外壁の構造方法に応じて次の①～④により適切に施
工します。 
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雨水又はモルタル等に浸透した

水分の建物内部への浸入を防ぐ
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①通気構法に用いる防水紙【第９条２項（１）】 
通気構法の外壁は外壁用透湿防水シート又はこれと同等以上の防水性能を有する

ものを用います。 
なお、本号は通気層の躯体側に用いる防水紙を規定しています。例えば、湿式仕

上げ（モルタル等）の外壁において、通気層の外壁仕上側（モルタル下地）に関し
ては適宜、防水紙の要否や種類の判断をすることとなりますが、第２項（２）に準
じ、アスファルトフェルト430を用いることが望ましいです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図９－１ 通気構法の外壁における防水納まり例 

②通気構法以外に用いる防水紙【第９条２項（２）】 
通気構法以外の外壁の防水紙は、JIS A 6005に適合するアスファルトフェルト430

又はこれと同等以上の防水性能を有するものを用います。ただし、防水性能が同等
であっても透湿防水シートを用いる事はできません。 
通気構法以外の外壁は、通気構法とした場合に比べ、壁体内の湿気を排出しにく

いことに加え、防水紙に開いた釘孔（ステープル）から雨水浸入するケ－スや、モ
ルタル等に浸透した水分が日射等により水蒸気化し、内部に浸入するケ－スがあり
ます。従って、防水紙は「アスファルトフェルト430（20kg/巻品）」を用いること
が必要であり、アスファルトフェルトであっても釘孔止水性の弱い「17kg/巻品」及
び「8kg/巻品」や透湿防水シートを用いる事はできません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図９－２ 通気構法以外の外壁における防水納まり例 
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　　サッシ下端に防水テープは使用しません）

防水テープ②

先張り防水シート

防水テープ① 防水テープ①

 

③防水紙の重ね幅【第９条２項（３）】 
防水紙の重ね幅は、上下、左右とも90mm 以上とします。ただし、サイディングを

用いる場合は、目地の劣化等による雨水の浸入を考慮し、左右の重ね幅は、窯業系
サイディング及び金属サイディング仕上げの場合は150mm 以上とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図９－３ 一般部の防水紙の重ね方例 
 

④外壁開口部の周囲【第９条２項（４）】 
外壁開口部の周囲（サッシ、その他の壁貫通口等の周囲）は、防水テ－プを用い

防水紙を密着させる交差部にすき間が生じないように施工します。ただし、窓台に
先張り防水シートを用いた場合には、サッシ下枠部分に防水テープを貼らないよう
注意して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図９－４ 外壁開口部周囲の防水納まり例 
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（３）ALC パネル等の防水措置【第９条３項】 

 ALC パネルやこれに類する材料を用いた外壁の表面には、外壁面から室内への雨水の浸
入を防止するため、第９条３項各号のいずれかに該当する仕上材等の防水措置を施しま
す。 
 なお、各号に掲げる仕上材は JIS A 6909（建築用仕上塗材）又は JIS A 6021（建築用
塗膜防水材）に準拠していますが、JIS 適合品であっても同号に規定されていない仕上材
（例：樹脂リシン、弾性リシン、セメントスタッコ等）がありますので注意して下さい。 



 

- 32 - 

 

設計施工基準 第１０条 乾式の外壁仕上げ 
１ 外壁を乾式仕上げ（第３項のものを除く。）とする場合は、通気構法とする。 
２ サイディング仕上げとする場合は、次の各号によるものとする。 
（１）サイディング材は、JIS A 5422（窯業系サイディング）、JIS A 6711（複合金属
サイディング）に適合するもの又はこれらと同等以上の性能を有するものとする。 

（２）通気層は、通気胴縁又は専用の通気金具を用いて確保するものとする。通気胴縁
は、サイディング材の留め付けに必要な保持力を確保できるものとし、幅は45mm 以上
とする。サイディング材のジョイント部に用いるものは幅90mm 以上（45mm 以上を２
枚あわせたものを含む）とする。 

（３）通気層は厚さ15mm 以上を確保するものとする。ただし、下地に合板を張る場合な
ど、通気に有効な厚さを確保する場合はこの限りではない。 

（４）サイディング材の留め付けは、450㎜内外の間隔にくぎ、ねじ又は金具で留め付け
ること。くぎ又はねじで留め付ける場合は、サイディング材の端部より20㎜以上離し
て穴あけを先行し、サイディング材製造者が指定するくぎ又はねじを使用する。ただ
し、サイディング材製造者の施工基準が適切であると認められる場合は当該基準によ
ることができる。 

（５）シーリング材及びプライマーはサイディング材製造者が指定するものを使用する。 
（６）シーリング材を用いる目地には、ボンドブレーカー付きハット形ジョイナー等を
使用する。 

３ ALC パネル又は押出し成形セメント板（厚さ25mm 超）等を用いる場合は、各製造所
が指定する施工方法に基づいて取り付けるものとする。 
４ 外壁の開口部の周囲は、JIS A 5758（建築用シーリング材）に適合するもので、JIS
の耐久性による区分の8020の品質又はこれと同等以上の耐久性能を有するシーリング
材を用い、適切な防水措置を施すものとする。 

  解 説  

（１）乾式外壁仕上げは通気構法【第１０条１項】 

 外壁を乾式仕上とする場合は、外装材の接合部等から浸入した雨水等を外部に排出す
るため、通気構法とします。ただし、３項に掲げる ALC パネル又は押出し成形セメント
板（厚さ25mm 超）等はこの限りではありません。 

 通気構法とは「透湿防水シートと外壁仕上げ材との間に通気層を設け、壁体内通気を
可能とする構造」をいい、外壁下部から空気が入り外壁上部で確実に空気が排出される
構造とする必要があります。また、空気の流れを確保するため、開口部廻り等は胴縁の
すき間をあけるなどの措置が必要です。 

 通気構法の効果としては、透湿（壁体内に浸入した湿気を外部に排出する）と防水（外
壁から浸入した雨水等を速やかに排出する）２つの機能を持ち、この通気層により壁体
内部の構造体や断熱材は乾燥状態に保たれ、劣化の軽減や断熱性の維持および構造体の
耐久性を向上させる事ができます。 
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図１０－１ 通気構法の効果イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１０－２ 通気層内の空気の流れの解説（縦胴縁の場合） 
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図１０－３ 通気層内の空気の流れの解説（横胴縁の場合） 

 

（２）サイディング仕上に対する措置【第１０条２項】 

 外壁をサイディング仕上げとする場合は、次の各号による事とします。サイディング
の材質（窯業系、金属、木質）に関わらず、この規定が適用されます。 

①サイディング材の品質【第１０条２項（１）】 
 窯業系サイディング材は JIS A 5422、金属（複合金属）サイディングは JIS A 6711
に適合するもの又はこれらと同等以上の性能を有するものを使用します。   
なお、ガルバリウム鋼板や木質材料等（下見板などの木の無垢板）は、この限りで
はありません（通気構法とした上で使用可能とします）。 

②通気胴縁の寸法等【第１０条２項（２）】 
 通気層は、木材の胴縁又は外壁材専用の通気金具等で通気に必要な厚さを確保し
ます。木材の胴縁を用いる場合は、サイディング材の反り、たわみ等により、釘の
引き抜き力が発生することを想定して、釘の留付け力を確実なものにするため、サ
イディング材の留付けに必要な保持力が有効に働く断面寸法を確保する必要があり、
幅は45mm 以上、サイディング材のジョイント部に使用するものは厚さ15mm 以上、幅
90mm 以上（幅45mm を２枚あわせたものを使用することも可）とします。 

③通気層の厚さ【第１０条２項（３）】 
 通気用胴縁又は通気用金具による通気層の厚さは原則として15mm 以上とします。
ただし、構造用合板等を張るなどの断熱材のせり出し防止措置があり、かつ、下地
を含む胴縁の釘保持力が確保できる場合は厚さ15mm 未満（一般的には12mm 以上が望
ましい）とする事ができます。 
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④サイディング材の留付方法【第１０条２項（４）】 
 サイディング材は、450mm 内外の間隔に釘、ねじ又は金具で留め付けます。釘又は
ねじで留め付ける場合は、サイディング材の端部より20mm 以上（～35mm 程度）離し
て下穴あけを先行し、サイディング材製造者が指定する釘又はねじを使用して下さ
い。 
 なお、「ただし書」において「サイディング製造者の施工基準によること」を可
能としています。製造者ごとに留付け方法などの定めがある場合は、当該施工基準
等に従う事ができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１０－４ サイディング材（横張りジョイント部）留め付け例 

 

⑤シーリング材及びプライマーの品質【第１０条２項（５）】 
 シーリング材が本来の防水機能を発揮するためには、シーリング材そのものの耐
久性もさることながら目地の構成材に十分接着することが基本となります。プライ
マーはその接着性を確保するために必要な材料であることから、サイディングの目
地部に使用するシーリング材及びプライマーはサイディング材製造者が指定するも
のを使用します。 

⑥シーリング材を用いる目地【第１０条２項（６）】 
 サイディング材相互の目地はいわゆるワ－キングジョイントとするため、目地の
側面のみ接着させる「２面接着」とする必要があることから、シーリング材を用い
る目地には、ボンドブレーカー付きハット形ジョイナー等を設けます。目地底を接
着させた「３面接着」とするとサイディングの動きに追従しきれずにシーリング材
がひび割れたり破断したりするため注意が必要です。 
 

（３）ＡＬＣパネル等の留付方法【第１０条３項】 

 外壁に ALC パネル又は押出し成形セメント板（厚さ25mm 超）等を用いる場合は、製造
者が指定する施工方法に基づいて取付けます。 
 パネルのひび割れ・欠けの有無や、パネル取付後の建具取付けなど、取付方法を誤る
と漏水の危険が高まるので注意が必要です。 
 

（４）開口部の周囲に用いるシーリング材の品質【第１０条４項】 

 外壁の開口部の周囲は、外壁との取合い部からの漏水防止のためシーリング材を用い
適切な防水措置を施します。シーリング材は、JIS A 5758（建築用シーリング材）に適
合するもの、かつ、JIS の耐久性による区分の8020同等以上の品質を有するものとします。
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設計施工基準 第１１条 湿式の外壁仕上げ 
１ 外壁を湿式仕上げとする場合は、雨水の浸入を防止するよう配慮のうえ、下地を適切
に施工する。 

２ 下地は、ラス張り（平ラスを除く。）とする。ただし、国土交通大臣の認定又は指定
を取得した外壁下地で、ラス網を必要としないモルタル下地専用のボードを用いる場合
はこの限りでない。 

３ モルタル工法は、次の各号に適合するものとする。 
（１）防水上有効な仕上げ又はひび割れ防止に有効な措置を施すものとする。 
（２）既調合軽量セメントモルタルを用いる場合は JIS A 6918（ラス系下地用既調合軽
量セメントモルタル）又は JASS 15 M-102（ラス系下地用既調合軽量セメントモルタ
ルの品質基準）に基づく製造者の仕様によるものとする。 

  解 説  

（１）外壁を湿式仕上げとする場合の防水措置及び配慮【第１１条１項】 

 モルタル塗等の湿式仕上の外壁とする場合は、下地合板の留付け方法及び留付け間隔
等、仕上部分の防水性能を有効に働かせるための適切な下地造りをする必要があります。
また、万が一、壁体内に雨水が入った場合でも、外部に排出できるよう、通気構法とす
ることも有効な手段です。 

 

（２）湿式仕上の下地【第１１条２項】 

 モルタル塗等の湿式仕上の下地はラス（ラス網）張りとし、平ラスを用いる事はでき
ません（出入隅、開口部周り等の補強として用いる場合を除く。）。平ラスはモルタル
の被覆が確保しにくく、かつ、線径の細いものは腐食しやすいため、モルタルの剥離・
剥落の原因となるからです。「建築工事標準仕様書・同解説 JASS15左官工事」では「平
ラスは木造外装用としては不適格である」とされています。使用できるラスは JIS A 5504
に適合するワイヤラス（ひし形ラス、甲形ラス、丸型ラス）、JIS A 5505に適合するメ
タルラス（こぶラス、波形ラス、リブラス）、JIS A 5524に適合するラスシ－ト（角波
亜鉛鉄板ラス）及び特殊ラス（防錆処理がされ、モルタルの塗厚が十分に確保できるも
の）等が挙げられます。 

 なお、ラス省略工法（あらかじめ合板とセメント等で形成したボードを用いることで
ラス網の現場施工を省略した工法）を使用する場合は、下地にラス網を用いる必要はあ
りません。ただし、これらのボードを用いる場合でも防水紙（第９条２項）は省略でき
ません。 
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図１１－１ モルタル塗仕上（通気構法）外壁における防水納まり例 
 

（３）モルタル工法【第１１条３項】 

 モルタル塗りをはじめとする湿式仕上の外壁は、風雨に対して外壁面から室内へ雨水
を浸入させないため、次のモルタル工法の内容によります。乾式仕上の外壁と比べ、塗
厚不足によるひび割れ及び防水紙の施工不良による漏水事故が多いことより、適切な施
工が必要です。 

①普通モルタル【第１１条３項（１）】 
普通モルタルを用いる場合は、＜防水上有効な仕上げ＞又は＜ひび割れ防止＞等

の措置を施す必要があります。＜防水上有効な仕上げ＞としては「第９条３項に掲
げる防水措置などの仕上げ」、＜ひび割れ防止＞としては「ひび割れ防止用のメッ
シュシートの施工」、「下塗り（中塗り）後に次の工程まで十分な放置期間を取る」
や「下塗り、中塗り、上塗りの３回塗りとする」などの措置の例が挙げられます。 

②既調合軽量セメントモルタル【第１１条３項（２）】 
既調合軽量セメントモルタルを用いる場合は、JIS A 6918（ラス系下地用既調合

軽量セメントモルタル）又は JASS15M-102（ラス系下地用既調合軽量セメントモル
タルの品質基準）に基づく製造者の仕様により調合・施工します。 
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第３章 鉄筋コンクリ－造住宅及び鉄骨鉄筋コンクリ－ト造住宅 

第１節 地盤調査及び基礎 

 

設計施工基準 第１２条 地盤調査、地盤補強及び地業 
１ 基礎の設計に先立ち、敷地及び敷地の周辺状況等について適切な現地調査を行ったう
えで地盤調査を行うものとする。 

２ 地盤調査は、地盤の許容応力度及び軟弱地盤又は造成地盤等が判断できる調査を行う
ものとする。この場合、原則として建築物の４隅付近を含め４点以上で計測を行うこと。
ただし、小規模な建物で敷地内の地盤がおおむね均質であると認められる場合など、適
切に地盤の状況を把握することができる場合は３点以下（１点以上）の計測箇所数とす
ることができる。 

３ 前項に基づき行った地盤調査の結果は、適切に保管する。 
４ 地盤は、地盤調査結果に基づき、必要に応じて適切に補強する。地盤補強を行う場合
は、第５条第２項によるものとする。 

５ 砕石地業等の必要な地業を行うものとする。 

  解 説  

（１）現地調査及び地盤調査【第１２条１項】 

 建物の不同沈下等を防ぐためには、地盤の性状を的確に把握し、有効な対策を施すこ
とが重要となります。地盤調査に際し、あらかじめ敷地及び敷地周辺の状況等について
現地調査を行い、採用すべき地盤調査方法及び計測箇所数等を決定します。 

（２）地盤調査方法及び調査箇所数【第１２条２項】 

 地盤調査は、表層部分の許容応力度だけでなく、不同沈下等の検討をするうえで軟弱
地盤の有無や厚さ、切土・盛土の状況等を把握することが必要になることから、地盤の
「許容応力度」及び「軟弱地盤又は造成地盤等」が判断できる方法を用います。 

 調査方法は、H13国土交通省告示第1113号等に定められた調査方法の中から選定し、一
般的にスウェーデン式サウンディング試験（以下「ＳＷＳ試験」）、標準貫入試験（ボー
リング調査）、ラムサウンディング試験または表面波探査法（物理探査法）など、軟弱
層の有無や厚さ等が判別できる調査方法を用いられます。 

 調査箇所数は、敷地内の許容応力度のバラツキ及び軟弱地盤の厚さや傾斜等を確認す
るために、ＳＷＳ試験においては、原則として建物の４隅付近を含めた４点以上にて測
定を行います。ただし、小規模な建物で敷地内の地盤が概ね均質であると認められる場
合など、適切に地盤の状況を把握することができる場合は３点以下（１点以上）の計測
箇所数とする事ができます。 
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 また、次の①～④の場合は、計測箇所数を４点未満（傾斜地等では必要に応じて複数
箇所にて測定するなどの考慮が必要）とすることができます。 

①近隣で行われた地盤調査データや地形図等により、当該敷地の地層が平行層である
と推定でき、４点未満の結果から敷地全体の状況が推測できる場合。 

②基礎（場所打ち杭、ラップルコンクリート含む）又は小口径杭補強（鋼管等）が良
好な層（支持層）まで達する設計であり、施工時に支持層確認（土質の目視確認等）
を行い、設計時に想定していた支持層が不均一な場合でも、施工時に微調整が可能
である場合。 

③既製杭工法等を用いる場合において、プレボーリング時、杭打設時又は杭打設後に、
杭ごとに許容支持力又は地盤の許容応力度を測定・確認（オーガーのトルク管理、
杭打設時のリバウンド量の測定、杭頭での載荷試験など）を行い、設計時に想定し
ていた支持層が不均一な場合でも、施工時に微調整が可能である場合。 

④大臣認定等（「国土交通大臣認定に係る性能評価（指定性能評価機関）」、「建設
技術審査証明（日本建築センター他）」、「建築技術性能証明（日本建築総合試験
所）」等）を取得している杭・地盤補強工法を用い、それぞれの仕様通りの施工を
行った場合。 

 なお、地盤調査結果の有効期限は特に設けていません。地盤調査後に、地盤調査を行っ
た敷地及びその周辺において擁壁工事や切盛造成工事等がされない限りは、その地盤調
査報告書を有効とし、採用することができます。 

 

（３）保管すべき地盤調査結果【第１２条３項】 

 地盤調査報告書等（周辺概況調査の概要や計測結果・基礎仕様の考察等をまとめたも
の）は、保険申込者が適切に保管して下さい。 

 

（４）地盤補強の要否判断及び地盤補強工法の選定【第１２条４項】 

 地盤補強の要否については「地盤調査結果の考察（地盤補強の要否とその理由を記し
た書面）」等を用いて判断します。 

 地盤調査結果の考察は、地盤の状況を十分に把握し「許容支持力」と「即時沈下」、
「圧密沈下」等に対する検討を行い、それを客観的に示して記述する必要があります。 

 地盤補強において、小口径鋼管杭、柱状改良（深層混合処理工法）又は表層改良（浅
層混合処理工法）を用いる場合は第５条２項を準用します。なお、地盤補強工事施工報
告書（地盤補強工法の概要や補強体の配置・数量・長さ・厚さ等をまとめたもの）等は、
保険申込時に添付する必要はありませんが、保険申込者が適切に保管して下さい。 
 

（５）地業【第１２条５項】 

 砕石地業等必要な地業を施します。ただし、表層改良や柱状改良などの地盤補強が行
われ、かつ、その補強体（改良体）に基礎が直接載る場合は地業を省略することができ
ますが、改良体の間（例：柱状改良体の間の地盤面等）の地盤は適切な地業を行う必要
があります。 
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設計施工基準 第１３条 基 礎 
１ 基礎は、構造計算により設計する。ただし、壁式鉄筋コンクリ－ト造で地上階数
が２以下の住宅にあっては、第６条（基礎）によることができる。 

  解 説  

（１）基礎【第１３条１項】 

基礎の形状及び配筋等は、構造計算により設計します。ただし、壁式鉄筋コンクリ－ト
造で地上階数が２以下の住宅にあっては、第６条（基礎）に基づき「べた基礎配筋表」を
用いる事ができます。杭基礎を用いる場合は基礎の一部として適切に構造計算を行い、地
盤補強を行う場合は第１２条によります。 

 



 

- 41 - 

第２節 雨水の浸入を防止する部分 

 

設計施工基準 第１４条 防水工法 
１ 防水下地の種類は、現場打ち鉄筋コンクリート又はプレキャストコンクリート部材と
する。 

２ 防水工法は、次表に適合するもの又はこれと同等以上の防水性能を有するものとす
る。 

 防水工法の種類 
JASS8 
(2014) 
該当記号 

備考 

アスファルト防水 

アスファルト防水工法（密着保護仕様） AC-PF 
AM-PF 注1 

アスファルト防水工法（絶縁保護仕様） AM-PS 注1 
アスファルト防水工法（絶縁露出仕様） AM-MS 注3 
アスファルト防水工法（断熱露出仕様） AM-MT 注3 

改質アスファルト 
シート防水 
（トーチ工法・常温
粘着工法） 

トーチ式防水工法（密着保護仕様） AT-PF 注1 
トーチ式防水工法（密着露出仕様） AT-MF 注3 
トーチ式防水工法（断熱露出仕様） AT-MT 注3 
常温粘着防水工法（絶縁露出仕様） AS-MS 注3 
常温粘着防水工法（断熱露出仕様） AS-MT 注3 

合成高分子系 

シート防水 

加硫ゴム系シート防水工法（接着仕様） S-RF 注3 
加硫ゴム系シート防水工法（断熱接着仕様） S-RFT 注3 
加硫ゴム系シート防水工法（機械的固定仕様） S-RM  
加硫ゴム系シート防水工法（断熱機械的固定仕様） S-RMT  
塩化ビニル樹脂系シート防水工法（接着仕様） S-PF 注3 
塩化ビニル樹脂系シート防水工法（断熱接着仕様） S-PFT 注3 
塩化ビニル樹脂系シート防水工法（機械的固定仕様） S-PM  
塩化ビニル樹脂系シート防水工法（断熱機械的固定仕様） S-PMT  
エチレン酢酸ビニル樹脂系シート防水工法（密着仕様） S-PC  

塗膜防水 

ウレタンゴム系高伸長形塗膜防水工法（密着仕様） L-UFS 注2 
ウレタンゴム系高強度形塗膜防水工法（密着仕様） L-UFH 注2 

ウレタンゴム系高伸長形塗膜防水工法（絶縁仕様） L-USS 注2 
注3 

ウレタンゴム系高強度形塗膜防水工法（絶縁仕様） L-USH 注2 
注3 

FRP 系塗膜防水工法（密着仕様） L-FF 注1 
注4 

 
（注1）：通常の歩行部分、軽歩行部分に適用可。 
（注2）：軽歩行部分に適用可。 
上記（注1、2）の歩行用保護・仕上げは、次に掲げるものとする。 

・通常の歩行：現場打ちコンクリート又はこれに類するもの。FRP 系塗膜防水工法については、 
防水材製造者が指定する歩行用仕上塗料とする。 

・軽 歩 行：コンクリート平板又はこれに類するもの。塗膜防水工法については、軽歩行用仕上 
塗料とする。 

（注3）：ALC パネルに適用可。ただし、立上りを ALC パネルとする場合は、ALC と屋根躯体 
（平場部分）が一体となる構造形式のものに限る。 

（注4）： FRP 系塗膜防水工法の下地は、平場及び立上りともに現場打ち鉄筋コンクリートのみに限る。 
 

３ 防水の主材料は、JIS 規格に適合するもの又はこれと同等以上の防水性能を有するも
のとする。ただし、FRP 系塗膜防水工法については、JASS8に適合するものとする。 
４ 防水層の端部は、防水層の種類・工法・施工部位等に応じた納まりとする。 
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 解 説  

（１）第１４条の適用範囲 

 屋上の屋根やペントハウスの屋根に限らず、庇やバルコニーまたは開放廊下等の下部
が一部でも屋内部分になるものは陸屋根として取扱い、本条を適用します。ただし、当
該部分全体に屋根が掛かっている場合はこの限りではありません。 

 なお、跳ね出し形状の庇、バルコニー等は第１４条を適用しませんが、躯体保護やひ
び割れ部分からの雨水浸入防止等の観点から、適切な防水措置を施すことが必要です。 

 また、傾斜した外壁（斜壁）についても、状況により屋根と同様の防水措置を施す等
の配慮が必要です。 

 

（２）陸屋根の下地【第１４条１項】 

 防水下地の種類は、ムーブメント・変形・ひび割れなどを防止するため、現場打ち鉄
筋コンクリート（デッキプレート上のワイヤーメッシュ入りコンクリート含む）又はプ
レキャストコンクリート部材とします。 

 

（３）防水工法の種類【第１４条２項】 

 防水工法は、「建築工事標準仕様書・同解説 JASS8防水工事（日本建築学会）」の仕様
に基づいて規定した同項の表に適合するメンブレン防水又はこれと同等以上の防水性能
を有するものを施します。 

 ただし、設計施工基準に規定されている工法に類似する防水材製造者独自の工法に対
しては、随時、「包括３条確認（Ｐ３参照）」を行っています。 

 従って、鉄筋コンクリート造の陸屋根等に施す防水工法として選定した防水材の製造
者へ、住宅あんしん保証が発行した３条確認の「結果通知書（※）」の有無を確認して下
さい。 

※ 住宅あんしん保証以外の保険法人の発行する同様の書面を保険申込に代用することはできません。 

 

（４）防水の主材料【第１４条３項】 

 防水の主材料は耐久性を有し、かつ、防水性能を適切な期間保持しうる必要があるこ
とから、JIS 規格に適合するもの又はこれと同等以上の防水性能を有するものを用います。
ただし、FRP 系塗膜防水工法については、JASS8に適合するものとします。 

 

（５）防水層端部の処理【第１４条４項】 

 防水層の端部は、剥がれ・よれ等を防止するため、防水層の種類・工法・施工部位等
に応じた納まりとします。 
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設計施工基準 第１５条 パラペットの上端部 
１ パラペットの上端部は、金属製笠木の設置又は防水材料の施工等、雨水の浸入を
防止するために有効な措置を施すものとする。 

  解 説  

（１）パラペットの上端部【第１５条】 

 パラペットの上端部は、寒暖による温度変化、日射、凍結等、気候による影響を強く
受ける部位であるため、金属製笠木の設置又は防水材料（第１４条２項の防水工法、も
しくは類似する防水工法など）の施工等、雨水の浸入を防止するために有効な措置を施
します。 

 なお、上記「防水材料」に防水モルタルや撥水材は含みません。 

 

 

設計施工基準 第１６条 屋根廻りのシーリング処理 
１ 防水層が施されていない屋根躯体（パラペット又は屋根躯体と一体の架台等）を
設備配管等が貫通する部分又は金物等が埋め込まれた部分は、それらの周囲をシー
リング材で処理する。 

  解 説  

（１）屋根廻りのシーリング処理【第１６条】 

 パラペット又は防水層が施されていない屋根躯体と一体となった架台などの部分を、
設備配管等が貫通する部分又は取付金物（支線支持金物の取り付け部、避雷導線の埋込
み部等）が埋め込まれた部分は漏水の危険性が高い部位になります。従って、これらの
周囲はシーリング材で処理し、雨水の浸入を防止するために有効な措置を施します。 

 

 

設計施工基準 第１７条 排水勾配 
１ 防水下地面の勾配は、1/50以上とする。ただし、保護コンクリート等により表面
排水が行いやすい場合の勾配は、1/100以上とすることができる。 

  解 説  

（１）排水勾配【第１７条】 

 防水を施す下地面は、できるだけ速やかに雨水等を排水させるための勾配を取る必要
があります。防水下地面の勾配は原則として1/50以上とします。ただし、保護コンクリー
ト等により表面排水が促進される場合には、1/100以上とする事ができます。 
 また、防水材製造者に対して「包括３条確認（Ｐ３参照）」の結果通知書を発行して
おり、当該基準を適用除外としている防水工法がありますので、選定した防水材製造者
に住宅あんしん保証が発行した３条確認の「結果通知書（※）」の有無をご確認下さい。 
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※ 住宅あんしん保証以外の保険法人の発行する同様の書面を保険申込に代用することはできません。 

＜参考＞ 表１７－１ 防水工法ごとの下地勾配の目安 

防水種類 ＪＡＳＳ８該当記号 
下地面の勾配 

（※1） 

アスファルト防水 
保護防水 AC-PF、AM-PF、AM-PS 1/100～1/50 

露出防水 AM-MS、AM-MT 1/ 50～1/20 

改質アスファルト 

シ ー ト 防 水 （ ト ー チ 工

法・常温粘着工法） 

保護防水 AT-PF 1/100～1/50 

露出防水 
AT-MF、AT-MT 

AS-MS、AS-MT 
1/ 50～1/20 

合成高分子系シート防水 

S-RF、S-RFT、S-RM、S-RMT

S-PF、S-PFT、S-PM、S-PMT

S-PC 

1/ 50～1/20 

塗膜防水 

L-UFS、L-UFH 

L-USS、L-USH 

L-FF 

1/ 50～1/20 

※1 包括３条確認が行われている防水工法については、結果通知書に記載する範囲で、防水材製造者の定め

る仕様に従った防水下地面の勾配とすることができます。 

 

 

設計施工基準 第１８条 排水ドレン 
１ 排水ドレンの寸法及び数は、建設地における降水量の記録に基づき、適切なものと
する。 

  解 説  

（１）排水ドレン【第１８条】 

 排水ドレンの寸法及び数は、速やかに雨水等を排水させるため、建設地における降水
量の記録に基づき、適切なものとします。 

 排水ドレンの設置に際しては、「給排水設備基準 SHASE-S206」などが参考になります。
以下に排水ドレンの寸法及び数に関する目安を示します。 

  ①一本のたて樋に対する最大屋根面積は、下表の値以下とします。ただし、横型ドレ
ンとする場合は、屋根面積を７割以下に低減します。また、塔屋等の壁面を流れ落
ちる雨水を受ける屋根は、当該壁面積の50％を屋根面積に加算します。 

  ②建設地における１時間降水量の記録が100mm を超える地域は、①の屋根面積に「100
／当該地域の１時間降水量（mm）」の値を乗じます。 

  ③排水ドレン相互の間隔は、排水溝の勾配（排水溝がない場合は、水下部分の排水ド
レンに向かう勾配）が1/200以上となる位置とします。 

  ④排水ドレンの数は、屋根の棟によって分割された区画ごとに２箇所以上とします。
ただし、集水面積が小さい場合は１箇所とする事ができます。 
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＜参考＞ 表１８－１ 
SHASE-S206「給排水衛生設備規準・同解説（空気調和・衛生工学会）」 

・雨水立て管の管径  

管径（mm） 許容最大屋根面積（㎡） 

50 67 

65 135 

75 197 

100 425 

125 770 

150 1250 

200 2700 
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設計施工基準 第１９条 勾配屋根の防水 
１ 勾配屋根は屋根ふき材に応じて適切な勾配とし、、第14条から第18条（第17条を
除く。）に掲げる防水措置若しくは次項に掲げる下ぶき又はこれらと同等以上の性
能を有する防水措置を施すものとする。 

２ 屋根ぶきを行う場合の下ぶき材の品質及びふき方は、次の各号に適合するものと
する。 

（１）下ぶき材は、JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェルト）に適合する 
アスファルトルーフィング940又はこれと同等以上の防水性能を有するものと 
する。 

（２）長手方向を横向きに用い、上下（流れ方向）100㎜以上、左右200㎜以上重ね合
わせるものとする。 

（３）谷部及び棟部は、谷底又は棟頂部より両方向へそれぞれ250㎜以上重ね合わせる
ものとする。ただし、下ぶき材製造者の施工基準において端部に止水措置を施
すなど、当該基準が雨水の浸入を防止するために適切であると認められる場合
は当該基準によることができる。 

（４）屋根面と壁面の取合い部においては、壁面に沿って250mm 以上立ち上げる。 
３ 天窓の周囲は、天窓及び屋根ふき材製造者が指定する施工方法に基づき、防水措
置を施すものとする。 

  解 説  

（１）勾配屋根の防水仕様【第１９条１項】 

 勾配屋根の防水仕様は、室内への雨漏りを生じさせないため、メンブレン防水を用い
る場合は陸屋根に対する防水仕様（第１４条～第１６条および第１８条）、ふき材を用
いる場合は、第１９条２項によります。 

 

（２）下ぶき材【第１９条２項】 

 下ぶき材の品質およびふき方は、屋根ふき材の隙間から浸入した雨水の室内への雨漏
りを生じさせないため、第１９条２項に適合するものを使用します。 

 下ぶき材の留め付けは、下地の種類、下地と屋根ふき材の組み合わせ、断熱材の有無
等により施工方法が異なるため、下地条件に合う適切な方法で留め付けます。 

 なお、野地板下地に金属板又は瓦等で屋根をふく場合において、「下ぶき材の重ね幅」
「谷部・棟部の処理方法」等の詳細は第７条２項の解説を参照して下さい。 

 

（３）天窓【第１９条３項】 

詳細は第７条３項の解説を参照して下さい。 
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設計施工基準 第２０条 外部開口部 
１ 外部の開口部に用いる建具は、建設する地域、建物の高さ及び形状に対応した水
密性能を有するものとする。 

２ 出窓の周囲は、雨水の浸入を防止するために適切な納まりとする。 

  解 説  

（１）外部開口部【第２０条１項】 

 外部の開口部に用いる建具は、雨を伴った風の時に、室内への雨水の浸入を防止する
ため、建設地域、建物（開口部位置）の高さ及び形状に応じた水密性能を有するものと
します。当該開口部に採用を予定しているサッシ等の製造者に水密性能を確認するなど
の配慮が必要です。 

 

（２）出窓の周囲の納まり【第２０条２項】 

 出窓の周囲は、一般の窓の周囲と比べて漏水事故の危険性が高いため、雨水の浸入を
防止するための納まりには、特に配慮する必要があります。 
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設計施工基準 第２１条 シーリング 
１ シーリング材は、JIS A 5758（建築用シーリング材）に適合するもので、JIS の
耐久性による区分8020の品質又はこれと同等以上の耐久性能を有するものとする。 
２ 次の各号に掲げる部分は、シーリング材を施すものとする。 
（１）各階の外壁コンクリート打継ぎ目地 
（２）外壁材（プレキャストコンクリート部材、ALC パネル等）のジョイント目地 
（３）耐震スリット目地 
（４）外壁開口部の周囲 
（５）外壁を貫通する管等の周囲 
（６）その他雨水浸入のおそれのある部分 
３ 目地の構造は、次の各号に適合するものとする。 
（１）ワーキングジョイントの場合は、シーリング材を目地底に接着させない２面接
着の目地構造とする。 

（２）目地の構成材及びその接着面は、シーリング材が十分接着可能なものとする。 

  解 説  

（１）外壁等に用いるシーリング材の品質【第２１条１項】 

 シーリング材は、耐久性を有し、かつ、防水性能を適切な期間保持する必要があるこ
とから、「JIS A 5758（建築用シーリング材）に適合するもの」かつ「耐久性による区
分8020の品質に適合するもの」又はこれと同等以上の防水性能を有するものを用います。 

 

（２）シーリングが必要な部位【第２１条２項】 

 第２１条２項各号に掲げる部分は、当該目地に防水性能を付与することを目的とし、
シーリング材を施します。なお、第２項（６）「その他雨水浸入のおそれのある部分」
とは、ひび割れ誘発目地、庇上面の入隅、取付する金物等のコンクリート埋込周囲など
が挙げられます。 

 

（３）目地の構造【第２１条３項】 

 ワーキングジョイント（ムーブメントが大きい目地）は、３面接着にするとムーブメ
ントによりシーリング材に局部的な応力が生じ破断しやすいため、目地底にバックアッ
プ材又はボンドブレーカー等を用いて２面接着とします。なお、外壁の打継目地や誘発
目地のようにノンワーキングジョイント（ムーブメントが非常に小さい目地）は３面接
着とする事ができます。 

 



 

- 49 - 

第４章 鉄骨造住宅 

 

設計施工基準 第２２条 鉄骨造住宅に係る基準 
１ 鉄骨造住宅に係る基準は、次に掲げるものとする。 
（１）地盤調査、地盤補強及び地業は、第12条（地盤調査、地盤補強及び地業）を準用

する。 
（２）基礎は、第13条（基礎）を準用する。 
（３）陸屋根は、第14条（防水工法）、第15条（パラペットの上端部）、第16条（屋根

廻りのシーリング処理）、第17条（排水勾配）及び第18条（排水ドレン）を準用す
る。ただし、第14条の防水下地の種類は、現場打ち鉄筋コンクリート又はプレキャ
ストコンクリート部材若しくは ALC パネルとする。 

（４）勾配屋根は、第19条（勾配屋根の防水）を準用する。 
（５）外壁は、第9条（外壁の防水）、第10条（乾式の外壁仕上げ）、第20条（外部開口

部）及び第21条（シーリング）を準用する。 

  解 説  

（１）鉄骨造住宅に係る基準【第２２条】 

 鉄骨造住宅に係る基準は木造又は鉄筋コンクリート造の基準を準用します。該当する
項目及び部位に応じて、下表に基づきそれぞれの基準を準用します。なお、第１項（３）
に規定する通り、陸屋根の防水下地として ALC パネルを用いる事ができます。 
 
表２２－１  鉄骨造住宅に係る準用条文 
鉄骨造住宅の部位 準用条文 準用する基準の構造種別 

地盤調査 

地盤補強 

地業 

第12条 

地盤調査 

地盤補強 

地業 

鉄筋コンクリート造住宅 

基礎 第13条 基礎 

陸屋根 

（下階が室内となるバルコ

ニー・廊下を含む） 

第14条 

 

第15条 

第16条 

第17条 

第18条 

防水工法 

（防水下地に ALC 追加） 

パラペットの上端部 

屋根廻りのシーリング処理 

勾配 

排水ドレン 

勾配屋根 第19条 屋根勾配の防水 

外壁 

第9条 

第10条 

外壁の防水 

乾式の外壁仕上げ 
木造住宅 

第20条 

第21条 

外壁開口部 

シーリング 
鉄筋コンクリート造住宅 
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第５章 補強コンクリートブロック造住宅 

 

設計施工基準 第２３条 補強コンクリートブロック造住宅に係る基準 
１ 補強コンクリートブロック造住宅に係る基準は、次に掲げるものとする。 
（１）地盤調査、地盤補強及び地業は、第12条（地盤調査、地盤補強及び地業）を準用

する。 
（２）基礎は、第13条（基礎）を準用する。 
（３）陸屋根は、第14条（防水工法）、第15条（パラペットの上端部）、第16条（屋根

廻りのシーリング処理）、第17条（排水勾配）及び第18条（排水ドレン）を準用す
る。 

（４）勾配屋根は、第19条（勾配屋根の防水）を準用する。 
（５）外壁は、雨水の浸入を防止するため適切な仕上げを施すものとし、第20条（外部

開口部）及び第21条（シーリング）を準用する。 

  解 説  

（１）補強コンクリートブロック造住宅に係る基準【第２３条】 

 補強コンクリートブロック造住宅に係る基準は、基本的に鉄筋コンクリート造の基準
を準用します。該当する項目及び部位に応じて、下表に基づきそれぞれの基準を準用し
ます。なお、第１項（５）に規定する通り、外壁には防水上有効な仕上げを施す必要が
あります。 

 

表２３－１ 補強コンクリートブロック造住宅に係る準用条文  
CB 造住宅の部位 準用条文 準用する基準の構造種別 

地盤調査 

地盤補強 

地業 

第12条 

地盤調査 

地盤補強 

地業 

鉄筋コンクリート造住宅 

基礎 第13条 基礎 

陸屋根 

（下階が室内となるバルコ

ニー・廊下を含む） 

第14条 

第15条 

第16条 

第17条 

第18条 

防水工法 

パラペットの上端部 

屋根廻りのシーリング処理 

勾配 

排水ドレン 

勾配屋根 第19条 屋根勾配の防水 

外壁 

第9条 

第10条 

外壁の防水 

乾式の外壁仕上げ 

第20条 

第21条 

外壁開口部 

シーリング 

防水仕上げが必要 
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参考資料 - １   
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地
盤
調
査
を
実
施
し
な
い
場
合
は
、
ま
ず
本
シ
ー
ト
に
従
い
確
認
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
木
造
２
階
建
て
以
下
の
住
宅
の
み
の
適
用
と
な
り
ま
す
。

※
調
査
を
実
施
す
る
場
合
は
、
提
出
不
要
で
す
。

☆
項
目
全
て
が

、
Ａ
に
該
当
す
る
場
合

事
業
者
様
の
判
断
に
よ
り
、
地
盤
調
査
が
不
要
と
な
り
ま
す

☆
1
項

目
で
も

、
Ｂ
に
該
当
す
る
場
合

地
盤
調
査
が
必
要
と
な
り
ま
す

□
注
意
事
項

●
周
辺
状
況
は
、
計
画
敷
地
及
び
そ
の
周
辺
半
径
50
ｍ
を
目
視
に
よ
っ
て
確
認
し
ま
す

●
敷
地
状
況
は
、
目
視
の
ほ
か
土
地
の
履
歴
、
各
種
図
面
等
を
確
認
し
ま
す

(地
盤
調
査
：
例
)

(調
査
報
告
書
：
例
)

(基
礎
形
式
の
決
定
：
例
)

語
句
説
明

●
盛
土
:造
成
等
で
従
来
の
地
盤
上
に
盛
り
立
て
た
造
成
地

●
切
土
:原
地
盤
を
切
り
取
っ
た
造
成
地

●
擁
壁
:背
面
の
土
を
支
え
る
土
留
工
（
Ｌ
型
擁
壁
、
重
力
式
、
擁
壁
等
）

●
客
土
:本
シ
ー
ト
で
は
盛
土
を
指
す
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参考資料 - ２   
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地
盤
調
査
報
告
書
の
考
察
に
依
ら
な
い
場
合
は
、
本
シ
ー
ト
で
判
断
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

な
お
、
木
造
２
階
建
て
以
下
の
住
宅
の
み
の
適
用
と
な
り
ま
す
。

※
考
察
通
り
の
基
礎
形
式
を
採
用
す
る
場
合
は
、
提
出
不
要
で
す
。

語
句
説
明

●
自
沈
層
：
お
も
り
の
荷
重
の
み
で
25
cm
貫
入
す
る
こ
と

●
ゆ
っ
く
り
自
沈
：
貫
入
状
況
が
「
急
速
」
自
沈
で
な
く
「
ゆ
っ
く
り
」
な
自
沈
層
の
こ
と

※
計
測
に
当
た
っ
て
は
、
自
沈
の
表
現
に
「
ゆ
っ
く
り
」
「
急
速
」
「
ス
ト
ン
」
等
の

自
沈
の
速
度
を
記
載
す
る
よ
う
地
盤
調
査
会
社
に
指
示
し
て
く
だ
さ
い
。

☆
1項

目
で
も
、
該
当

す
る
場
合

調
査

報
告

書
の
考

察
に
従

っ
て
く
だ
さ
い

☆
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
式

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
試
験

の
結
果
に
基
づ
き
確

認
し
て
く
だ
さ
い

イ
：
事

業
者
様

の
判
断
で
布
基
礎
の
採
用
が
可

能
と
な
り
ま
す

ロ
：
事
業

者
様
の

判
断
で
べ
た
基
礎
の
採

用
が

可
能
と
な
り
ま
す

☆
全
て
に
該
当

し
な
い
場
合

二
次
判
定

へ
進
ん

で
く
だ
さ
い

（
条
件
）
深
度
問
わ
ず
全
て
の
測
点
で
「
0.
75
kN
ゆ
っ
く
り
自
沈
」
以
上
で
あ
る
こ
と

（
条
件
）
深
度
問
わ
ず
全
て
の
測
点
で
自
沈
層
（
Ns
w＝
0）
が
な
い
こ
と
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参考資料 – ３ 
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参考資料 – ４ 
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○建築基準法 関係条文 
 
 

・建築基準法第３７条 （建築材料の品質）  

・建築基準法施行令第２２条 （居室の床の高さ及び防湿方法） 

・建築基準法施行令第３７条 （構造部材の耐久） 

・建築基準法施行令第３８条 （基礎） 

・建築基準法施行令第４１条 （木材） 

・建築基準法施行令第４２条 （土台及び基礎） 

・建築基準法施行令第４３条 （柱の小径） 

・建築基準法施行令第４４条 （はり等の横架材） 

・建築基準法施行令第４５条 （筋かい） 

・建築基準法施行令第４９条 （外壁内部等の防腐措置等） 

・建築基準法施行令第４６条 （構造耐力上必要な軸組等） 

・Ｈ１２建設省告示第１３４７号 （建築物の基礎の構造方法及び構造計算の基準を定める件） 

・Ｈ１２建設省告示第１３５２号 （木造建築物の軸組の設置の基準を定める件） 

・Ｈ１２建設省告示第１４６０号 （木造の継手及び仕口の構造方法を定める件） 

・Ｓ５６建設省告示第１１００号 （建築基準法施行令第46条第4項表1（1）項から（7）項までに掲げる軸

組と同等以上の耐力を有する軸組及び当該軸組に係る倍率の数値） 

・Ｈ１３国土交通省告示第１１１３号 （地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容支持力を求めるための地

盤調査の方法並びにその結果に基づき地盤の許容応力度及び基礎

ぐいの許容支持力を定める方法等を定める件） 
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法 令 建築基準法施行令第46条第4項表1(8)項 

告 示 建設省告示第1100号（昭和56年6月1日）最終改正 平成12年12月26日 建設省告示第2465号 

（建築基準法施行令第46条第4項表1(1)項から(7)項までに掲げる軸組と同等以上の耐力を有する軸組及

び当該軸組に係る倍率の数値） 
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